
株主各位

第43回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

・計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、
法令及び当社定款第14条の定めにより、当社ウェブサイト（アドレス 
http://www.opto.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様へご提供してお
ります。

株式会社オプトエレクトロニクス
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
(1) 連結子会社の数　　　　　　　18社
(2) 主要な連結子会社の名称

Opticon Sensors Europe B.V.、Opticon,Inc.、Opticon S.A.S.、Opticon Ltd.、
Opticon Sensoren GmbH、Opticon S.R.L.、Opticon Sensors Nordic AB、
Opticon Sensors Pty.Ltd.、歐光科技有限公司、欧光国際貿易（上海）有限公司、
Opticon Malaysia Sdn. Bhd.、Opticon Denmark ApS、Opticon Sensors Philippines Inc.、
Opticon Latin America、Optcion Vietnam LLC.、北海道電子工業株式会社

２．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、Opticon Sensors Europe B.V.、Opticon,Inc.、Opticon S.A.S.、Opticon 
Ltd.、Opticon Sensoren GmbH、Opticon S.R.L.、Opticon Sensors Nordic AB、Opticon Sensors 
Pty.Ltd.、歐光科技有限公司、Opticon Malaysia Sdn. Bhd.、Opticon Sensors Philippines Inc.、
Opticon Vietnam LLC.の決算日は９月30日であり、連結計算書類作成に当たっては、当該子会社の同
日現在の財務書類を使用しております。また連結子会社のうち、欧光国際貿易（上海）有限公司、
Opticon Denmark ApS及びOpticon Latin Americaの決算日は12月31日でありますが、当連結計算
書類の作成に当たっては９月30日現在で実施した仮決算に基づく財務書類を使用しております。
　ただし、10月１日から連結決算日11月30日までの期間に発生した重要な取引については、連結決算
上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
①　時価のあるもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

②　時価のないもの
移動平均法による原価法
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(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法
①　製品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
②　仕掛品　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
③　原材料　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
(4) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
　当社及び国内子会社は定率法を、海外子会社は定額法によっております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　　　　　　　　　８年～50年
機械装置及び運搬具　　　　　　　　　　　　　　３年～10年
工具、器具及び備品　　　　　　　　　　　　　　２年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　製品組込用のソフトウェアについては、見込販売可能期間（３年）に基づく定額法を採用しており
ます。
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(5) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　支払補償損失引当金
　将来の補償金の支払いに備えるため、支払見込額を計上しております。
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(6) 重要な外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含
めて計上しております。
(7) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。
(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産

建物及び構築物 1,431,765千円
土地 554,178千円

計 1,985,944千円
上記の物件は、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）2,758,675千円の担保に供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,688,012千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 6,578,000株 －株 －株 6,578,000株
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２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

該当事項はありません。

３．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取り組み方針

　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金及び流動性の高い金融資産で運用し、資金調達
については銀行等金融機関からの借入によっております。デリバティブは借入金の金利変動リスクを回避
するために利用し、投機的な取引は行いません。
(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動に晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３か月以内の支払期日であります。
　外貨建ての営業債権債務は、為替の変動リスクに晒されております。
　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務の使途は、主に運転資金及び設備資金であり、
借入期間は概ね５年であります。これらのうち一部は変動金利であるため、金利変動リスクに晒されてお
りますが、主な長期借入金についてはデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしており
ます。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに
期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。
　金利スワップ取引の契約先は、信用度の高い金融機関を利用しているため、契約不履行に関する信用
リスクは極めて低いものと判断しております。

②　市場リスク（為替等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について為替の変動リスクに晒されておりますが財務グル
ープが残高管理を行い、定期的に管理担当役員に報告しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　借入金については、各金融機関ごとに借入金利の一覧を作成し、借入金利の変動状況をモニタリング
しております。また、金利変動リスクに対してデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用し支払利
息の固定化を図っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部財務課が適時に資金繰計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2018年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 5,771,561 5,771,561 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,744,430
貸倒引当金 △49,421

1,695,009 1,695,009 －
(3) 投資有価証券 3,422 3,422 －

資産計 7,469,992 7,469,992 －
(1) 支払手形及び買掛金 820,167 820,167 －
(2) 長期借入金（１年内返済予定のものを

含む） 6,843,179 6,835,383 △7,795

(3) リース債務（１年内支払予定のものを
含む） 2,170 2,172 2

負債計 7,665,516 7,657,723 △7,793

注１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。
(3) 投資有価証券

　これらの時価については、取引所の価格によっております。
負債
(1) 支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。
(2) 長期借入金

　長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額
と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の
合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
なお、長期借入金には１年内返済予定の金額を含めて記載しております。
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(3) リース債務
　時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。

注２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式（※） 1,000

※　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投
資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
(1) １株当たり純資産額 939円04銭
(2) １株当たり当期純利益 34円85銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項）

１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法
(2) その他有価証券

①　時価のあるもの
事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

②　時価のないもの
移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 製品　　　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）
(2) 原材料　　　　　　　　　 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）
４．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く）

定率法
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用して
おります。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８年～50年
機械及び装置　　　　　３年～10年
工具、器具及び備品　　２年～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　製品組込用のソフトウェアについては、見込販売可能期間（３年）に基づく定額法を採用しておりま
す。
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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５．引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

６．ヘッジ会計の方法
金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

７．その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。（区分掲記されたもの除く）

関係会社に対する短期金銭債権 67,616千円
関係会社に対する短期金銭債務 129,750千円

２．担保に供している資産
建物 1,387,985千円
土地 505,558千円

計 1,893,543千円
上記の物件は、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）2,758,675千円の担保に供しております。

３．有形固定資産の減価償却累計額 2,543,407千円
４．保証債務

　次の関係会社について、銀行借入及び仕入債務に対し債務保証を行っております。
保 証 先 金 額 （ 千 円 ） 内 容
北 海 道 電 子 工 業 ㈱ 400,000 借 入 債 務
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引による取引高
(1) 仕入高 983,010千円
(2) 材料有償支給高 1,024,642千円
営業取引以外の取引による取引高
　受取賃貸料 8,861千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

自 己 株 式 400,047株 －株 －株 400,047株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 82,857千円
減価償却超過額 36,478千円
繰越欠損金 369,956千円
その他 61,812千円
小計 551,104千円
評価性引当額 △551,104千円

繰延税金資産合計 －千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

属 性 会 社 等 の
名 称

資 本 金
又 は
出 資 金

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

(千円) 科 目 期末残高
(千円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社 北海道電子
工業㈱

50,000
千円

自 動 認 識
装置の製造
及 び 修 理

100 兼任
２人

当社製品
の 製 造
及び修理

仕入(注1) 981,982 買 掛 金 126,092

材料有償支給
( 注 1 ) 537,992

未収入金 17,495受取賃貸料 8,861
資産の売却
（ 注 1 ） 91,516

債務保証
( 注 2 ) 400,000 － －

被担保提供
( 注 3 ) 92,400 － －

子会社
O p t i c o n
S e n s o r s
Europe B.V.

544,536
ユーロ

自 動 認 識
装置の販売 100 兼任

１人
当社製品
の 販 売

材料有償支給
( 注 1 ) 214,729 未収入金 11,370

子会社 Opticon,
I nc .

400,000
米ドル

自 動 認 識
装置の販売 100 兼任

１人
当社製品
の 販 売

材料有償支給
( 注 1 ) 271,920 未収入金 38,749

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1)　当社製品の仕入、材料支給及び固定資産の売却については、市場価格等を参考に総原価を勘案して決

定しております。
(注2)　北海道電子工業㈱の銀行借入等について債務保証を行っているものであります。なお、保証料の受取

及び担保の徴収は行っておりません。
(注3)　被担保提供は、当社の銀行借入368,512千円について担保提供(不動産)を受けたものでありますが、

被担保提供料は支払っておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
(1) １株当たり純資産額 76円89銭
(2) １株当たり当期純利益 5円19銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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